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「三田学会雑誌」91卷 4 号 （1999年 1 月）

産業化以降の日本社会に見るN POの存在理由

澤 村 明

は じ め に

P反神淡路大震災によるボランティアや非営利組織の活躍を機に， 日 本 で も 「N P O 」 という言葉 

が認知され，近年， 日本においてもN P O についての議論が盛んに行われるようになった。そのよ 

うな背景から関連法も数度の国会を経たうえで整備された。

民間非営利組織がなぜ存在するのかということについては，アメリカでの経済学研究をもとに， 

「市場の失敗」によるとする説と，「政府の失敗」によるとする説とが通説となっている。「市場の 

失敗」説は情報の非対称性，契約の失敗により，非営利組織は営利組織よりも信頼できるもの， と 

して民間非営利組織の存在を位置づける。 それに対し，「政府の失敗」説は，政府による財やサー 

ビスの供給では充分ではないハイデマンダ一 - ^ の供給のために民間非営利組織が存在する， として 

いる。

しかし政府と市場の分担関係， それらと家計部門との関り方などは， それぞれの国や地方の歴史 

や文化と言った広義の「制度」 と密接に関っている。 日本で近年注目されるようになった民間非営 

利組織や市民公益活動は，必 ず し も 「政府の失敗か市場の失敗か」 という議論では説明しきれない 

ものがあるのではないだろうか。

本論では，近年国内で N P O が担うことを期待されている財やサービスの供給を，産業化以降の 

日本社会の中ではどのような形で供給されていたのかを概括しながら， 日本のN P O の存在理由に 

ついて考察を試みる。

( 1 ) James & Rose-Ackerman (1 9 8 6 ) ,山 内 （1 9 9 7 )など参照。

( 2 ) ここで言う「家計部門」とは，行為主体として政府でも企業でもない， という程度のラフな定義 

であるが（参照，上 野 （1990) P P -6 3 ff) ,後段で論じるように，個別の経済主体としての単位家計 

を包含する「コミュニティ」に近い。
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1 . 定義の問題

「N P O 」 とは言うまでもなく，N o n -P ro fit  O r g a n iz a s io nの略であり， そのまま解すれば，かな 

り広義にさまざまな組織 • 団体を包括する呼称といえよう。

アメリカでの定義は明確で，制度的に非営利な（利潤分配を行えない）法人組織である。特にア 

メリ力の内国歳入法 （the Internal Revenue C o d e )第501条 （c ) の 3 項 の 対 象 で あ る 「5 0 1 (c) 3 
団体」 を指すことが多い。 この団体は，社会的に有益なサービス提供を行っているなどの要件を満 

たしていることで，寄付者側が税控除を受けられる寄付金を受領でき，かつ自らも税制優遇が受け 

られる。すなわちアメリカでのN P O とは，一 言 で 言 え ば 「アメリカの法人税制度に包括的に位置 

づけられる民間非営利法人」である。 この N P O が活動している分野を，政府セクタ一，営利企業 

セクタ一に対峙する「第 3 のセクタ一」 と呼ぶことも多い。 そこでは，公益的活動を非営利で行う 

民間セクタ一 = 民間非営利セクタ一と， その構成員たる組織ニ  N P O という位置づけになる。

ところがこの定義において， N P O の実態としての存在と制度上の組織分類とがほぼ一致してい 

ることは，アメリカの独自の法制度事情による部分が大きい。 ヨーロッパ諸国には，アメリカ式の 

「法人制度に包括的に位置づけられる民間非営利法人」は存在しない。 たとえばフランスでは，協 

同組合や共済組合まで含んで社会的経済セクターと呼ぶなど， それぞれ歴史的に成立してきた様々 

な法人形態とセクタ一が存在し，公益活動を担っている。国によって制度が異なることから，非営 

利セクタ一の国際比較を行った S a lo m on  & A n h eier ( 1 9 9 4 )においても，「概念の混乱」 と題する 

—節で国によって多様な概念を踏まえたうえで，調査方法についての定義を行っている。

日本には明治時代から，公益活動を行い税制優遇を受ける部門として，民法34条などに定義され 

る公益法人制度があり， あまたの公益法人が存在し活動している。 しかし最近の日本語として 

「N P O 」 と言うときに， それら公益法人をN P O と呼ぶことはないし，現 在 N P O と自称して活動 

している団体の多くも，公益法人として認可されることを目指していない。 そこには，公益法人に 

なるのに， 多大な自己資本が要求され，市民活動から法人化するのが困難であること，政府の監督

( 3 )  S a lo m o nは共通定義として，以下の 7 要因を定義している。Salom on & Anheier (1994) pp_21- 
23。

•実体的組織であること

• 民間であること（政府出資を受けてもよいが，コントロールされていないこと）

■利益配分を行わないこと 

• 自己統治 

• 自発的 

•非宗教的 

•非政治的
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を受け，既存の公益法人の多くが政府の天下りの受け皿となっており，政府セクタ一からの独立性 

が低いこと， といった理由がある。 しかしながら，本来の趣旨通りに非営利•公益活動を行ってい 

る公益法人も多い。

逆に，現 法 人 制 度 の 制 限 か ら ，営利企業の形態を纏いながら，実際には利潤分配を行わず公益 

活動を行っている組織も少なくないが， それらも N P O と呼ばないことが多い。 また協同組合活動 

も，制度趣旨上は組合員の出資によって作られ配当を受けられるという点では営利性のある組織で 

あるが，現 在 N P O として活動している組織と同等な社会に開いた公益活動を行い，事実上は営利 

を目的としていない面もある。S alo m o n  & A n h eier ( 1 9 9 4 )の1 2力国調査において日本の非営利セ 

クタ一としては，学校法人などの公益法人を明確に含む一方で生活協同組合などは含んでいない。 

しかし前者をN P O と呼び後者を呼ばない理由は法人制度分類上の区分であって，活動の公益性で 

区別されているのではない。 さらにアメリカの「第 3 のセクタ一」 という呼称は， 日本では役所の 

子 会 社 を 「第 3 セクタ一」 と呼んでいるために誤解を招くことから，N P O に対する呼称としては 

使われていない。

このように S a lo m o n  & A n h eier (1 9 9 4 )の1 2力国調査やアメリ力式のN P O 定義では日本の非営 

利公益活動の実態とはそぐわない面も大きい。一方， 日本の市民公益活動に関する調査研究の嚆矢 

とも言える総合研究開発機構（1 9 9 4 )では，現行の各種非営利法人と税制との関係について，図 1 
のように示している。 ここで見られるように，既に存在し，活動している日本の民間非営利セクタ 

一を，現行の法人制度の中で一つの部門として定義することは困難であり，事実上，政府セクタ一 

のアウトリーチから営利企業の一部までを含んでいる。

「N P O 法」 と通称されている特定非営利活動促進法によって新たに法人格を得るのは，図 1 で 

言 う 「人格のない社団等」のうち法人化を望む公益活動組織となる。 この領域について，法制定に 

先立つ政府系の N P O 調査研究の多くは，「市民公益団体」 という名称を付しており，N P O 法も法 

案 段 階 で は 「市民活動」 と呼んでいたのだが， これらの名称で定義される部門が非営利セクタ一を 

包括するのではない。一方， 「非営利」 という言葉も日本では，収益禁止的なイメージでとらえら 

れがちである。 山 田 （1 9 9 3 )も指摘するように， ボランティア活動の「無償」 との混同から，収益 

そのものを不可とするかのような誤解を招きやすい。

セクタ一を包括する用語として，今後 と も N P O という略語を使い続けるのか，「非営利」 とい 

う言葉に対する収益禁止的な誤解があっても，N P O 法 の 「特定非営利活動法人」などを使うのか， 

新たな用語をひねり出すのか， 当分は用語の混乱が続きそうである。

( 4 )  「市民活動」では行政に批判的なイメージが強い， という声が出たために「特定非営利活動」 と置 

き換えられたらしい。

( 5 ) 山 田 (1993) p.46-47。
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図 1 日本の法人制度における民間非営利組維
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[出典：総合研究開発機構（1994)]

本論では，批判もあるにせよ，総 合 研究開発機構（1 9 9 4 )の分類をもとに，破 線 で 囲 ま れ る 「民 

間非営利団体」の 範 囲 を 「民間非営利セクタ一」「民間非営利組織」 と呼び， それに対し，N P O  
法の対象となりうる，図 1 の 「人格のない社団」領域に属する組織を「N P O 」 と呼ぶ。 もとより 

多分にトートロジーに陥っているが， N P O という言葉自体も人口に膾炙していることから，便宜 

的に以下では使い分ける。

2 . 「公益」 の問題性

前節では非営利性と公益性とを議論上，峻別していない。 このことは， 日本の民間非営利セクタ 

一を論じるときの特徴とも言える。法人制度上，非営利であるかどうか，公益であるかどうかを考 

えれば，四つの組み合わせが存在する。

非 営 利 •公益  非 営 利 • 非公益

営 利 •公益  営 利 _ 非公益

( 6 ) 総合研究開発機構（1994) への批判については，参照，細 田 （1996)。
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ただし経済学的には，営利組織であれば理論上は企業と認識すれば良く， その企業が公益であるか 

非公益であるかは，あまり意味がないだろうし，公益企業と非公益企業の区別も困難である。問題 

は非営利組織には公益目的の組織と非公益なものとがある， ということになる。

日本の民法では「非営利法人」 としてではなく 「公益法人」 として設立を認めているものの，非 

営利 • 非公益の組織， いわゆる中間団体は法人格を取得できない。跡 田 （1 9 9 3 )や 今 田 （1993) が批 

判するように， この制度的不備から非営利 • 非公益組織を民法 34条 の 「公益法人」 と認めてきた経

緯がある。たとえば同窓会や業界福利団体，はてはゴルフ場などまで公益法人として許可されてい
( 7 )
る。

こうした中間団体をも「公益法人」 と主務官庁の判断で許可してきたことが， 日本の民間非営利 

セクタ一の足枷ともなり， また L ondon (1990) のように日本の公益法人制度の曖昧さの指摘にも 

つながるだろう。 しかしながら制度的問題以前に，同窓会や業界団体などが「公益」 目的であると 

認められることは，林 （1 9 9 7 )も指摘しているように，「公」 という概念の定義の問題が存在して 

いるからである。山 内 （1 9 9 7 )の よ う に 「公共的，社会的な目的を持って活動する公共奉仕型  

N P O だけでなく……会員に対するサ ー ビ ス に限定した会 員奉 仕型 N P O も少なくない」 と広く定 

義することも可能であるが， 日本のN P O に 関 し て は 「公益」に拘泥する議論では以下でも論じる 

ように視野が狭くなる危険性が高い。

な ぜ な ら 「公益」 という概念自体が， それぞれの国家，制度あるいは文化によって異なっている

可能性があり，少なくとも日本では欧米型の 「public (公) 」「p riv ate  (私)」が当てはまるのか疑
( 9 )

問の余地があるからである。

( 7 ) ただし，同窓会などの「共益」団体は1972年 の 「公益法人設立許可審査基準等に関する申し合わ 

せ」によって許可されなくなった。具体的に：

• 同窓会，同好会等構成員相互の親睦，連絡，意見交換等を主な目的とするもの 

•特定団体の構成員または特定職域の者のみを対象とする福利厚生，相互救済等を主たる目的と 

するもの

• 後援会等特定個人の精神的，経済的支援を目的とするもの 

これら3 要件に該当する団体は上記申し合わせ以降，認可されないこととなったのであるが，逆に 

1972年以前には認可されていたということである。

一 方 で 「公益」について，内閣総理大臣官房管理室監修（1 9 8 4 )では，以下のように定義してい

o

「公益」とは，積極的に不特定多数の者の利益を実現するものでなければならない。…… 
「不特定多数」 とは，法人の事業の対象となる範囲や人数が，例えば一つの市程度以上は必要で 

あろう。したがって，一つの町村民を対象とする法人……の新設は適当といえず…… （同書P.1 
_2)

ただし，同書の最新版，内閣総理大臣官房管理室監修（1 9 9 6 )では，この解釈は削除されている。 

大社充の教示による。

( 8 ) 山 内 (1997) p.30
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3 . 日 本 の 「公」 と 「私 」

日本 に お け る 「公」 と 「私」については， 田 原 （1 9 8 8 )の論説がある。 田原は，古代の「オホヤ 

ヶ」 という言葉が「大きなイエ」 を指すことから始め，明治以前の日本の公私は重層構造であった 

とする。例えば藩というのが藩内においては公でありながら， インター藩的な世界である幕府の中 

では私になる。 たとえば， イエの中ではイエは公， しかしムラではムラが公となって各イエは私， 

そのムラもクニではクニが公で各ムラは私になっていく， ということになる。 また重層的なそれぞ 

れのコミュニティにおいて， そのコミュニティの集団的意志を表明するものとしての代表者も「公」 

であったという。

田原は明治以降の日本社会での議論を行っていないが， このような公私の意識は明治以降も，今 

に至るまでひきずっていることは感覚的に理解できるであろう。 たとえば教育勅語に記されている

「公益」が 「天皇のため」「国家のため」であることも，大日本帝国という国民国家コミュニティ
(1 1)

とその代表者である天皇が「公」であることを意味しよう。

そのような公私関係が会社などの法人にもイエの論理として見られることであるのは，三戸
(12)

( 1 9 9 4 )などの論説にも見られる。 したがって， 日本においては企業なり地域なり， あるいは国家 

といった何らかのコミュニティが存在すれば， そのコミュニティが「公」 となるのであり， そのコ 

ミュニティの益であれば「公益」 と扱われることに疑問はない。 ところが， そのコミュニティを包 

括する上位コミュニティから見れば， その公益が私益と化す可能性がある。

( 10 )

( 9 )  p u b lic概念の説明として，たとえばArendt ( 1 9 5 8 )は p u b licとは古代ギリシャ市民のポリス政 

治などの共同生活への参加の権利であり，p r iv a teとは奴隸などの，そういう共同生活へ参加できな 

い権利剝奪（d e p r iv e d )された状態としている。またHabermas ( 1 9 9 0 )は，市民社会のサロンな 

どの知識人のコミュニケーション空間，公開議論空間がp u b licであり，そこから出版（publish) 
されるという考えを示している。Arendt (1958) pp.43ff0 Haberm as (1990) p.46ff0

それらのpublic . p r iv a teという概念が「公」「私」 という日本語と一致するのかが疑問であって， 

福沢論吉が1860年に上梓した『増訂華英通話』で は 「公」の訳語としてp u b licを 当 て 「オモテム 

キ」 と説明し「私」には s e c r e tを当て「ナイシャウ」 と説明している。なお，本書にはp r iv a teの 

訳語は見られない。本書は福沢が咸臨丸で渡米したときに入手した清国人子卿の著した『華英通語』 

にカタカナで日本訳と発音を書き加えたものである。 したがって，公 •私に public . s e c r e tが対応す 

るのは当時の中国でも同じであったことになる。参照，林 （1997) P.15。慶應義塾（1983)，P.70。
( 1 0 ) 有名な論説としては，網 野 （1987，1 9 9 6 )の唱えた封建的主従関係の「イエ」と は 「無縁」 とし 

て の 「公界」のアジール的性格というのがある。 しかし網野自身も，この構造は江戸時代には衰え 

たとしているため，ここでは採らない。

( 1 1 ) 林 （1997) P.13。教育勅語では「進テ公益ヲ広メ……一旦緩急アレハ義勇公二奉シ以テ天壌無窮 

ノ皇運ヲ扶翼スペシ」 とあり，「進んで公益を広め」る目的は「天壌無窮の皇運を扶翼」することと 

なっている。

なお，明治政府を国民国家と見るかは議論の分れるところである。参照，坂 野 （1993) p.40
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4 .  N P O 以前の供給者

一方，N P O が供給することを期待されている，福祉分野や地域環境といった分野の財やサービ 

スの少なくない部分は，近年需要が発生したのではない。古くから存在していたのであり，その 

財 • サービスの多くは N P O 出現以前には，政府によって供給されていたのでもなければ，企業な 

ど市場で取り引きされていたのでもない。 もちろん，福祉国家化によって政府供給に委ねられたり， 

また部分的に市場が存在した分野もあった。 しかし，基本的には家庭内や地域での非市場的取引に 

委ねられていた部分が多かったことも， また認められるであろう。 たとえば高齢者福祉のように， 

老人ホームなどの政府部門による供給や市場での取引も存在するが， いまだ個々の家庭内での介護 

が基本的な態様とする風潮が強いサービスもある。地域環境といった分野であっても， たとえば里 

山のような自然の維持は，入会地としてその地域で担われていた部分は小さくないし，都 市 部 •村 

落の街角清掃などは町内会や家庭が行っている。むしろ，市場取引でもなく政府供給でもない，家 

計部門の中で非市場的に生産され需要された部分のほうが多いとも考えられる。政府がレバイアサ

ン化した理由の一部としては，「経済発展により衰退した伝統社会の大家族制度，地域共同体など
( 1 3 )

の生活基盤の肩代わり」が挙げられる。裏返せばかつて大家族や地域共同体が生活基盤として存在 

しており，今 日 N P O が担おうとしている財 • サービスは， それらのコミュニティ内で供給されて 

いたということである。

いわば，血 縁 .地縁といったコミュニティの中で非市場的取引が行われていた時代があったと位 

置づ けられ， それは I l l i c h の 「ヴァナキュラー」 な世界であったと言えよう。 さらに，産業化によ 

って， I l l i c h の 提 唱 す る 「影 の 経 済 （シャドウ• エコノミー）」 の派生により家庭内に埋め込まれた主 

婦労働などのシャドウ • ワークも，家計部門内で処理されていたことになる。 シ ャ ド ウ •エ コノミ 

一を貨幣換算するシャドウ • プライスと，産業化以降も家計部門で供給されるヴァナキュラ一な財
( 1 4 )

サ ー ビ ス の コ ス トとを合わせ，以下ではシ ャ ドウ . コ ストと呼ぶ。

(12) 「家は血縁集団ではなく生活集団= 経済集団であり，経営と家計の合体物としての共同体であると 

把握したとき，家の歴史的位相を確かめることができるとともに，家の経営原則の体形としての家 

の論理をつかみ出すことが可能となる」「家共同体は近隣共同体によって補完される。その典型は密 

集して定住している家共同体の集団である村落共同体である。そこにおいては，家共同体は相互扶 

助者であり，窮境援助者である。近隣性は，そこにおいて冷静で非情動的であり，主に経済倫理的 

な意味における友愛性，兄弟性の担い手としての家共同体の性格となる」三 戸 （1994)。
( 1 3 ) 宮 島 （1997)。
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5 . 家計部門における組織としてのコミュニティ

ムラあるいは地縁コミュニティで非市場的取引が行われていた世界では，個々の家族 •個人とい 

ったプレーヤ一間で個々にP o la n y i的な互酬，再配分，家政といった生産と分配がなされていた 

のだろうか。市場における企業のように意図して組織された集団ではないにせよ，ムラなどのコミ 

ュニティは緩やかながら組織的形態であり，組織的な財 • サービス分配形態が存在したと考えられ 

る。個人個人あるいは個々の家族単位で生活するよりもムラという集団のほうが，財の交換だけで 

なく，生活保障，外敵対策，労働力確保などに関する取引費用を節約できる。 その意味ではC oase  
的組織論が援用でき，ムラなどの地縁コミュニティやイエといった血縁コミュニティを，家計部門 

における組織として位置づけることが可能である。家計部門における非市場的取弓 Iのための組織と

して，ムラなどの地縁， イエなどの血縁コミュニティが存在していたとしよう。
( 1 5 )

産業化以降，ムラや イエは解体していく。言わば家計部門の縮退である。 その過程において，従

来家計部門の中で行われていた非市場的取弓 Iの様態も変化せざるをえなかったはずである。福祉国

家的に政府部門が供給を担うようになった部分もあろうし，企業の進出などで市場に取り込まれた

部分もあるだろう。大石 & 西 田 （1 9 9 1 )の実証に見られるように，明治以降の地方行政制度の中，

自然村を包括した形で行政村が設定され， スムーズではないにせよ次第に行政村が「公」 として成
( 16 )

立していく。 その過程の中で，ム ラ の 「村落共同体」的性格と地方政府的性格とが曖昧になったと 

考えられるのだが，地方政府的ではなくムラ的であることは，「地方自治体」 という名称からも読 

み取れる。そ こ に は 「自ら治める」のではなく，政治的な問題点は存在せず「おのずから治まる」
( 1 7 )

ムラ的性格のコミュニティが想定されている。

( 1 4 ) ヴァナキュラー，「影の経済」，シャドウ • ワーク，シャドウ■プライスについては，Illich (1981) 
PP.1-2，47-8，65-72，77-79。

1997年 5 月に経済企画庁が家計による非市場生産を「無償労働の貨幣評価について」 という形で 

計測を試みている。それによれば，1991年における無償労働の評価額は 6 7 ~ 9 9兆円，G D Pの約 

15〜22%とされている。I llichのシャドウ . プライスの計測と言えるが，その妥当性について，女性 

団体等からの異議も強い。このあたりは，シャドゥ • コストが計測主体によって評価が変わり，「担 

うべき主体」が問題となるのであろう。

( 1 5 ) 日本の産業化は幕末，天保年間から始まったとも言われるが [東 條 （1993) P -3 3 1 ] ,一方，ムラ 

は江戸時代を通じ，生産共同体的性格から次第に行政共同体へと変容しながら崩壊していったとい 

う [長谷部弘（1997)]。一方，村落の生活面では，戦後まで変化しなかった面もあるため，本論で 

は，天保頃から戦後までの期間をかけて「産業化」した， と考えている。

( 1 6 ) 村落共同体研究については，大塚久雄，中村吉治などの一連の研究があるが，本論では岩本& 國 

方 （1 9 9 7 )を参考とした。

( 1 7 ) 阿部&新 藤 (1997) P.6。
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自治体がムラ的性格を引きずっていれば，住民として自治体にムラ的財サービス供給を求めるの 

は自然な姿勢である。特に戦後， そのことと，福祉国家論思想とが未分離なまま，地方政府が旧来 

の家計部門に取って代わった部分が大きかったと考えることができる。た と え ば 加 藤 （1994) は戦 

後の革新自治体の広がりの基礎として地域社会の生活圏を守る住民運動を指摘し，「ヨーロッパで

社会民主主義政権が主導した福祉国家の機能を， 日本では革新自治体が代位し引き受けた（下線，
( 1 8 )

原文傍点）」 とする。 これも， 自治体のムラ的性格から，家計部門で賄われていた福祉サービスの 

引き受け手として自治体が代位したと見なすことができる。 しかし，家計部門と政府部門では機能 

も組織も異質であり，家計部門で賄われていたことに政府部門が手を出しても上手く機能していな 

い， そ れ を 「政府の失敗」 と位置づけることも可能である。 また，地方自治体がムラとラップして 

いることが，ムラの担っていた家計部門の組織性を見失わせることになったとも言えよう。端的な 

例として， 1950年代から都市部で生じた，共同保育の市民運動がある。 これは婦人労働者が出産後 

も働きたくても子供を預ける保育所が不足しており，仲間で集まって保母を雇い，児童保育を委ね 

る運動である。大家族なりムラであるなら， そのコミュニティで解決した問題であり，今なら 

N P O の出番であったろう。 しかし当事者の意識は「自分たちは行政の立ち遅れを暫定的に肩代わ

りしているのであり，やがては公立保育園に発展的解消していくべきだ」 というものであったとい
( 1 9 )
う。地方自治体が，かつて家計部門の担った機能を代位することを期待されていたのである。

6 . コミュニティの変容

や や 不 用 意 に 「コミュニティ」 という概念を使ってきたが， そ も そ も 「コミュニティ」 とは何だ

ろうか。 コミュニティの定義は人それぞれであり， H il le r y は94通りに分類した上で，一部例外を
(20 ) _

除いた最低限の共通項は「地域性」 と 「共同性」に求めている。 コミュニティ論の古典とも言われ 

る M a clv er  (1924) は 「コミュニティとは，共同生活の相互行為を十分に保証するような共同閨心 

が， その成員によって認められているところの社会的統一体である」 という精神的統一体として， 

成員の一体感情をコミュニティの中心に据えている。M a c lv e rはさらに，アソシエーションと言 

う概念をコミュニティと区別し「アソシエーションとは，社会的存在がある共同の関心〈利害〉 ま

たは諸関心を追求するための組織体（あるいは〈組織される〉社会的存在の一団）である」 と定義す
(21)

る。 ここでコミュニティの共同関心は一般的なものであって，アソシエーションの共同関心は特殊

( 1 8 ) 加 藤 (1994) p.391。
( 1 9 ) ただし70年代には保育園を「地域に拓かれた子育てセンターに」 という新しい運動の流れが出て 

く る。参照，後 （1989) P-10L
(20) H illery (1 9 5 5 )の表現では，「共通の絆と社会的相互作用の一定領域」である。一部例外とは， 

生態学諸関係に関連するコミュニティ定義を指す。
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なもので結びつく組織体である。 さらにコミュニティとアソシエーションの関係について「アソシ 

エーションは部分的であり， コミュニティは統合的である。一つのアソシエーションの成員は， 多

くの他の違ったアソシエ一ションの成員になることが出来る。 コミュニティ内には幾多のアソシエ
(22)

一ジョンが存在し得るばかりでなく，敵対的なアソシエーションでさえ存在出来る」 としている。

この定義に従ってムラをコミュニティとするなら， その中で特定目的のために組織される結や講
( 2 3 )

がアソシエ一ションにあたるだろう。家計部門の中で特定の財やサービス供給のために組織された 

ものがあるとすれば， それはアソシエーションと呼べるということになり， より明確に組織論の対

象としうるだろうし， コミュニティに較べて組織の目標である共通関心が特殊なものであることか
( 2 4 )

ら， より企業などの組織に近づくだろう。以下， そのような家計部門の中で特定の財やサービス供 

給のために生成される組織を「家計組織」 と呼ぶ。

日本の産業化の中で特に戦後，伝統的地縁コミュニティに取って代わったコミュニティ形態の一
( 2 5 )

つが企業であろう。企業は雇用者に賃金を支払うだけでなく， フリンジベネフィットとして社宅や 

社会保障といった財 • サービスをも供給していた。 また日本の労働組合が基本的に企業別組合であ 

ったことは，企 業 単 位 で の 「カイシャ」 コミュニティ形成の一助であったであろう。 さらに社内運 

動会や組合の青年部 . 婦人部活動といった形態は，ムラのテーマ別の講などのアソシエーションに 

替わるものとして機能したと言うことができる。 し か し 奥 田 （1 9 9 3 )が紹介しているように，「従 

業員墓地」 を作るなどまでして形成した会社コミュニティも高度成長の終焉とともに崩壊している

(21) M aclver (1924) p_46。
(22) M aclver (1924) p.47。
( 2 3 ) 参照，越 智 （1982)，pp_162-3。及び，結や講についてN P O の文脈での議論は，参照，金子& 松 

岡&下河辺他（1998)。
( 2 4 ) もっとも， 日本の村落における結や講は，必ずしも村内だけで組織化が完結せず，他村の家も参 

加していることもあったし，また，たとえば水利ではA，B, D, E が結となり，別の講としてはA， 

C, E , という具合に目的によって集まる家は異なっていたという。参照，中 村 （1977)。
( 2 5 ) 企業とは別に，地縁型コミュニティについての近現代における議論の中で無視できないのは，町 

内会の存在である。町内会， 自治会の起源は中世末期の奈良•京都などの都市にさかのぼることがで 

き，近世を通じてある程度の市民自治機能を果たしていたと考えられている。大坂では幕府役人の 

人数が少なかったこともあって，町人自治の果たす部分が大きく，公儀には「下にて事済み」 と報 

告するほどであったという。 しかし，明治以降は政府の下請け的位置づけと言わざるをえない面が 

強い。特に総力戦体制時に戦争遂行に協力した面，その下請的位置からG H Q に町会の解散を命じ 

られても温存されて戦後も生き残ったことは，産業化以前に果たしていた自治機能，あるいはムラ 

的性格から変質したと言えよう。また高度成長期，迷惑施設立地や自然環境破壊に対する地域住民 

の反対運動に対し，その反対意識を吸い上げるコミュニティの組織として機能せず， 自治体側の手 

先として反対運動と対峙することもあり，家計部門が縮退していく中で家計部門から遊離し，政府 

部門に包摂されていった部分が大きい。ただ，岩 崎 （1 9 8 9 )も論じているように，コミュニティと 

しての町内会には，さまざまな住民運動などの培養器（インキュベーター）としての可能性が含ま 

れていることも事実であろう。参照，岩 崎 （1989)，宫 本 （1994)，雨 宮 （1993)。
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し， そもそもそれは企業というリバイアサンの目的遂行のためのコミュニティであって家計部門的 

取引を期待しても，裏切られる。

模式的に考えるなら，かつては市場•非市場的取引の大部分がコミュニティという家計部門で行 

われていたものが，次第に市場 • 政府部門の成長とともに， そちらに取引が包摂され，かたや家計 

部門の比重が小さくなる，すなわち縮退が起こったということになる。 しかし， 5 節で述べたよう 

に自治体が代位しようとしても上手く機能しない部分が生じる。 それは会社コミュニティによって 

も代位されえない部分であろう。すなわち，家計部門が担っていた分野で，市場部門にも政府部門 

にも包摂されえない「隙間」 も存在しているのではないだろうか。隙間であるがゆえに，市場に取 

り込もうとすれば「市場の失敗」が生じ，政府が手を伸ばせば「政府の失敗」につながるのである 

(図 2 ) 。隙間を埋めようとすると， それまで家計部門内での非市場的取引に埋没していたシャド 

ウ • コストが顕在化することになる。

図 2 家計部門の縮退概念

( 26 )

[似 田 貝 （1 9 8 9 )より翻案]

家計部門が縮退するにつれ， コミュニティの形態は，血縁型や地縁型から，企業という労働を共 

通する「カイシャ」 コミュニティ， た と え ば 「知縁」 と呼ばれるような共通趣味によるアソシエ一 

ション的なコミュニティなどに形態が変容した。血縁や地縁による一般的関心を共有するコミュニ 

ティから，企業という労働を共有するコミュニティであったり，生活協同組合という食生活などを

共有するコミュニティ， インターネットやパソコン通信で情報を共有されるコミュニティなど，ア
( 2 7 )

ソシエーシヨンから拡大したコミュニティが多層化した構造へと移っている。

( 2 6 ) 奥 田 （1993)，p.225-6。
( 2 7 ) 社会学者による指摘の例としては，奥 田 （1 9 9 3 )が紹介した，住宅団地で主婦の読書サークルが 

核になってコミュニティが形成された事例。奥 田 （1993)，p_75ff。
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日本の都市におけるコミュニティについて一つの契機になったのは， 1969年の国民生活審議会コ 

ミュニティ問題小委員会報告「コミュニティ一生活の場における人間性の回復」 と， それを受けて 

1971年に自治省事務次官通達として出された「コ ミ ュ ニ テ ィ （近隣社会）に関する対策要綱」であ 

ったようだ。 そこではコミュニティとして「生活の場において，市民としての自主性と責任を自覚 

した個人および家庭を構成主体として，地域性と各種の共通目標をもった，開放的でしかも構成員

相互に信頼感のある集団」 とし，「従来の古い地域共同体」 とは異なるものと明言した， とされて
(2 8 )

いる。

こ こ で 再びコミュニティの定義にもどる。国民生活審議会が提唱したコミュニティは，選択可能 

であり，個我を前提とした結合であって，ゲゼルシャフト的性格が見受けられる。便宜上，以下で 

は， 自然村のようなゲマインシャフト集団を村落型コミュニティ，上 記 の 「アソシエーション的な

コミュニティ」でありゲゼルシャフト的性格を持つ集団を都市型コミュニティ， とし， さらに結や
( 2 9 )

講のように， それぞれのコミュニティ内の組織をアソシエ一ションと呼ぶ。

7 . ア ソ シ エ 一 シ ョ ン と N P O

社会が産業化し，成熟して価値観も多様化するにつれ，家計部門内でコミュニティが多層化• 多 

様化し都市型コミュニティとなってきた。 しかしそれは縮退する家計部門の中での組織形態，いわ 

ば 「家計組織」の形態の変化， あるいは人的ネットワークとしての集団形態の変化である。人間間 

を繫ぐ媒体が地縁や血縁からカイシャといった労働集団や趣味などの「知縁」に， 中 根 （1967) が 

定義するような伝統的なタテ型組織からヨコ型組織への変化も見られる社会に変わったことにすぎ 

ず， なんらかのコミュニティが家計部門に存在していることには変わらない。

また， それぞれのコミュニティ内のアソシエーションも形を変えながら存在しているし， コミュ 

ニティの多層化によって， インター . コミュニティ的なアソシエーションも発生しているだろう。

M a c lv e rとは逆に， アソシエーションが先に存在し， その拡大型としての都市型コ ミ ュ ニ テ ィ も
( 3 0 )

ある。 で は N P O とはアソシエーションの現代的形態なのだろうか。

M a c lv e rも永続的なアソシエ一ションだけでなく，アドホックなアソシエーションも定義して

( 2 8 ) 大 森 （1982)，P.8。
( 2 9 ) 当然ながら，ゲマインシャフト型コミュニティは大塚久雄の「共同態」，同じくゲゼルシャフト型 

コミュニティは「共同体」，アソシエーションが「共同組織」に近いのだが，大塚の説は土地所有の 

関係から捉えようとしていること，また後述する「私」「公」に対する「共」の議論の際に不便であ 

るため，大塚の用語を採らない。

( 3 0 ) もっとも小さな形としては，趣味で知りあった同士が結婚すれば，これはアソシエーションから 

コミュニテイへと拡大したことになる。
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いる。 したがってM a c lv e rに従うならば，戦後日本の市民社会でアソシエーションにあてはまる 

ものとして，住民運動が挙げられるだろう。

住民運動には二つのタイプ，外圧型と内生型に分けられる。前者は主として政府部門なり市場部 

門の行動に対する家計部門のリアクションと考えることができる。すなわち，政府の政策や事業， 

あるいは企業の立地などの活動に対しての反対動であったり，誘 致 動 で あ る 。 日常の中に非日 

常が生じた場合の社会的反応と言えよう。後者は外圧型とは異なり， それぞれの地域に内在する課 

題の解決を目指して，運動が起こるものである。外圧型とは逆に， 日常の中から生じると言え，家 

計部門内に内在した問題解決を目指すものと言える。二分できるとはいえ，峻別できるのではない。 

外圧型の運動のきっかけとなった事業開始後ないし終了後， その事業を行う原因となった事象を地 

域の問題と捉え，その事象への改良運動を継続して行うケースも存在する。上述した共同保育運動 

などのように，家計部門と政府部門とのラップした分野で生じる問題もある。

いずれにせよ家計部門内において， それまで享受していた何らかの希少資源である財やサービス 

の不足が生じたり（たとえば児童保育など）， その資源配分への脅威が生じたときに（たとえば良好な 

住環境を脅かす高層建物) ，その解決を目指すアソシエーションとして住民運動が発生する。運動の 

結果，新たな資源配分方法が生まれたり（政府が保育所を作るなど)，代替的な財が敵対部門から供 

給 さ れ た り （高層建物の日照損害補償など），何らかの終結を見れば， そのアドホック•アソシエーシ 

ョンとしての運動体は解消される。 いわば，家計部門と他の部門との間の隙間を市場なり政府部門 

が埋め， その部分のシャドウ . コストを負担したことになる。あるいは外部性の調整に必要な取引 

費用の節約のために運動体が求められる， という言い方も可能である。

ところが， たとえば高齢者福祉という問題を考えてみよう。個々の高齢者あるいは高齢者を抱え 

る個々の家庭にとっては短期的な問題であるかもしれない。 しかし，地域あるいはコミュニティと 

して見ると， これは継続的に発生する問題であり，アドホックな運動やアソシエーションで解決で 

きる問題ではない。かつ家計部門が縮退し，他の部門も包摂しない，あるいは他の部門による処理 

では効率的ではない，図 2 て、'示 した隙間的分野（ニッチ）である。 となると， もし再び家計部門で

( 3 1 )

( 3 1 ) 「人々は，組織されないままに同時にく群がる〉ことがある。単なる集成（aggregation) はアソ 

シエ一ションではない。火事を見るためにたまたま集まった群衆の場合を考えよう。この集成は何 

の目的に役立つものでもない。…… 共同の関心は彼らを集合させるけれども，相互に結合させるこ 

とも，各個人と他の誰かとの間に社会的交渉を生じさせる必要もない。群集は物理的接触であって， 

社会的接触ではない。アソシエーションであれば，火事が消え—— あるいは警官が群集を立ち去ら 

せても解消しない。 しかし，群集が消火の志を起し，その目的のために組織をもつとしよう。この 

集成は直ちにアソシエーションに変わり，個々の各員相互間に社会関係が生じ，社会的目的遂行に 

附随する秩序が全員に及ぶものである。共有の関心が組織によって促進されることが分かるや， 

人々はすぐにアソシエーションをつくる。アソシエーションは，この場合は短時間に成立し一 ま 

た短時間のうちに消滅し去るわけである」M aclver (1924) p_48。

138 ( 692)



解決を目指すとするなら， そのためのアソシエーションも継続的なものとなるだろう。あるいは， 

そういう住民運動を資金，知識，技能などの面で支援するアソシエーションによって，住民運動が 

長期的に運動可能にもなるだろう。 そのようなアソシエーションが運動の過程で，組織として何ら

か の 法 人 格 （みなし法人にせよ）を意識するようになったときに， それらが今日 N P O と呼ばれる
( 3 2 )

存在になる。N P O と呼ばれている運動の多くは， その運動内容が日常になっている。むしろ日常

性が高まったために，事務所を開いたり専従員を置いたり，法人的な組織体に移っていくのであろ
( 3 3 )

8 . 「公」「私」と 「共」

さて，都市型コミュニティとアソシエーションとを紹介している文脈と， 田 原 （1988) 的な

「公」「私」の重層構造社会を重ねると，「公」「私」 とは別の社会集合概念が必要になってくる。

その集合を表す日本語が「共」 ではないだろうか。

大 森 （1 9 8 2 )が書くように， 日本の地域社会における「公共」観 念 の 「公け」 と 「共同」の契機

では，一 般 に 「共同」 よ り も 「公け」が優先し，「官」 = 「役所」に吸収されてきた。都市型コミ

ュニティ運動は，改めて行政としての「公」ではない，共同に立脚する「公共」 を模索していると
( 3 4 )

も言える。村落型コミュニティでは「上位コミュニティ= 公」であったものが，都市型コミュニテ 

ィでは必ずしもそうではなく，むしろ都市型コミュニティは「共」 を求める動きを見せていると考 

えられる。村落型コミュニティにおける結や講のような「共」は，ムラというはっきりした「公」 

コミュニティの中で，特定の目的のみを共有するアソシエーションとしての存在であった。 それに 

対し，都市型コミュニティでは行政としての「公」ではない一般的関心を共有する「共」 コミュニ 

ティを模索する。結や講のようなアソシエーションとしての「共」は今日でも読書サークルや旅行 

会のような形で見られ， それらの目的が特殊な関心であるうちは「公」「私」 と共存している。

一般的な関心を共有する新たな都市型の「共」 コミュニティを作ろうとする動きが，村落型コミ 

ュニティ意識の「公」「私」観念と相いれないとき，住民運動と行政の対立， あるいは新市街地で 

の新旧住民の対立が発生することになる。「地域エゴ」 と批判される運動が， その例である。ある 

いは， そのアソシエーションないし「共」の目的が外部性の大きいものであるとき， また特殊から 

一般的な目的を追求するようになりだすと， それは大森の記すような「共」に 立 脚 す る 「公共」 と

(32) 70年代前後は，そのように運動が継続的性格を持つようになったときに，町内会•自治会の組織モ 

デルが借用されるケースが多かった， とされている。参照，奥 田 （1982)，p_48ff。
( 3 3 ) 越 智 （1 9 8 2 )は，住民運動が非日常であるうちはコミュニティにとっては傍系のできごとである 

が， 日常になればコミュニティに評価されてきた， と評している。越 智 （1982) p.161。
( 3 4 ) 大 森 （1982)，pp.35-7。
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なっていこうとする。

村落型コミュニティの重層構造では，上位コミュニティは同時に結節機関としての役割を果たし 

ていた。 中 根 （1967) の言うタテ型社会をコミュニティ同士で形成していた構図である。対して都 

市型コミュニティではコミュニティ同士の上下関係• 包含関係がないヨコ型であって， コミュニテ 

ィ同士の連携はネットワーク化せざるをえない。現 在 の N P O の中のインターミディアリと呼ばれ 

る組織は， このネットワーク機関であると位置づけられよう。

9 . 家 計 組 織 と し て の N P O

時代とともに家計部門，政府部門，市場部門の守備範囲は変わる。 そのとき，部門間で財やサー 

ビスの供給分配担当者の交替が起こるだろう。 しかし，異部門によって取って変わることのできな 

い • できにくい財やサービスの供給分配が存在すれば， その役割を担っていた部門が縮退したとき 

に，何らかの補填の仕組みが求められる。

かつて家計部門の守備範囲が広かったころには財 _ サービス分配装置として，ムラなどのコミュ 

ニティと， その中の講や結などのアソシエーションといった組織が存在した。家計部門が縮退しコ 

ミュニティは希薄になり，新たなアソシエーション形態として住民運動が生じる。 しかし住民運動 

によっても，政府なり市場部門による財分配の問題解決につながらず， あるいはそれらの部門に解 

決を求めず， その運動体自体が継続的に財分配を行うようになったときに，N P O と呼ばれる組織 

になる。 それは，市場部門において財生産分配を行う組織として企業が存在するように，家計部門 

において財生産分配を行う組織として存在する。 その組織が扱う財やサービスは，伝統的に， ある 

いは産業化以降に需要が発生しながらも家計部門が担ってきた。 しかし現代の個人や個々の家庭と 

いった単位家計，あるいはその集合体であるコミュニティでは， もはや自ら生産できなくなってお 

り， それらの財やサービスを必要とする都度，市場から調達しようとするとシャドウ■コストが顕 

在化する。企業が組織化することで各種の取引費用を節約するのと同じく，N P O がある財の分配 

を目的とし，単位家計をネットワーク的に結ぶ緩やかな組織となることで， その財分配に係る取引 

費用の節約を行おうとするのである。かつて結などのアソシエ一ションや村落型コミュニティ一が 

ゆるやかな組織としてコストを節約していた形態の，現代版とも言えるだろう。

N P O とは何か。一言で言えば，「家計部門の縮退に伴い顕在化したシャドウ• コストを節約する 

ための組織」である。市場空間で取引費用を節約するために企業が発生したように， コミュニティ 

では N P O が， そのミッションである財やサービス供給分配のためのコストを節約すベく生まれて 

くるのである。かつて家計部門で取引されていた非市場的な財を求める単位家計があるとしよう。 

その都度，直接行動して， その財の市場を探し購入しようと行動するよりも，N P O を通して分配 

を受けるほうが，「市場の失敗」説の論拠である非対称情報の存在も含め， コストが節約できると
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期待される。 そのために家計組織としてのN P O が存在する。

しかし， たとえば福祉とかまちづくりといった最近N P O に期待されている分野が，家計部門の 

縮退によって顕在化した隙間であるとしても， そのような分野で企業なり政府が活動することが不
( 3 5 )

適切なのではない。「市場の失敗」説の始祖 H a n s m a n n も，医療のように非対称情報が存在するよ

うな業種に営利企業とN P O とが存在した場合のN P O の優位性を説くように，企業や政府よりも
( 3 6 )

N P O の方が比較優位な分野と考えるべきであろう。

そして， コミュニティの形態が変化しても， 日本においてはコミュニティそれぞれが「公」であ 

り， そのコミュニティ全体の利益につながるものであれば「公益」である。都市型コミュニティが 

「共」であるとしても， それは大森の語るように新たな「公共」の模索であり， そのコミュニティ 

の共益は公益と区別しにくい。問題にされるのは， そのコミュニティの広さであって，国も一つの 

コミュニティと捉えれば， そのコミュニティの公益は国益である。純粋公共財の例とされる外交や 

国防も，国のコミュニティ益ということである。 コミュニティの大きさを問うのは相対的な問題に 

過ぎず，公益の範囲を一つの市程度と規定しようとすることに無理があろう。

そのコミュニティの利益になるような活動を行うときにに「公益」性が生じる。対象となるコミ 

ュニティの種類，規模などによって， そ の 「公益」は，共益に見えたり，私益と考えられたりする 

可能性があるのだ。

10. 営利•非営利の問題

冒頭の N P O 定義に話を戻す。以上の議論では主として，「公益」についてを軸として日本で現 

在 「N P O 」 と呼ばれる存在を考えてきた。家計部門の組織として N P O を捉えたときに，公益性 

とは別に， N P O 定義のもう一つの判断基準である「非営利」にも立ち返る必要があるだろう。

山 内 （1 9 9 7 )など多くの定本的研究書では， アメリカでの研究成果を元に「構造的に利潤分配が 

できない」 ことを N P O の前提としている。 しかし日本においては法人制度上の制約もあり， これ 

まで家計組織が取りうる法人格は株式会社 • 有限会社という営利企業であったり，配当が行える協 

同組合であった。やむをえずそれらの法人格を取った組織には，定款ないし申し合わせで利潤分配

(35) Hansmann (1980)。
( 3 6 ) 本論は，財供給形態としてのコミュニティの変容とN P O との関係に触れるのが目的であるが， 

別の角度からのアプローチ，N P O の存在理由について担うべき財の種類からの議論として，塩澤

(1 9 9 6)がある。公共財の非競合性と非排除性に加え，地域性，専門性，大規模性，長期性を持つ 

ような財を「公益財」 と定義し，その公益財の担い手としてN P O の存在理由を求めている。参照， 

塩 澤 （1996) p_314-5。本論では，財の種類からの議論には立ち入らないが，地域性•大規模性とコ 

ミュニティ，専門性とアソシエーション，長期性と「住民運動から組織化」という対応関係を想定 

すれば，家計組織としてのN P O が担うべき財として「公益財」 としても，矛盾するものではない。
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を行わないことを決めているところもある。 また協同組合の場合は配当に制限があるし， たとえば 

生活協同組合への参加者は配当を期待して参加することはないし，配当自体も些少な額である。

一方で利潤分配禁止のはずのアメリ力のN P O では，従業員の社宅や通勤用自動車などに贅沢を 

行うという，過大なフリンジベネフィットを支給することで利潤を費やす，「N P O の失敗」 とい 

う事態も観察されている。

彼我を較べて，出資者への配当は許されないが，従業員への給付は許されるとするのは，いささ 

か苦しい説明である。 なぜなら多くの家計組織では出資者と従業員とが重なっていることが多いか 

らである。たとえば出資者ニ従業員であるワーカーズ • コレクティブの場合は，給与と配当との区 

別が曖昧になり， さらに事態を混乱させる。

日本でもN P O 法の成立により，アメリ力式の構造的に利潤分配ができないN P O も誕生するだ 

ろう。 しかし一方で，過去に幾多の実績を重ねてきた，形式的には利潤分配可能な家計組織である， 

協同組合や営利企業格の組織も公益活動面では無視できない。 してみると，図 1 の 説 明 で の 「民間 

非営利セクタ一」は，公益活動が主であって利潤分配を目的としていない， い わ ば Non-Profit 
O rien tedな組織によって担われる領域と言えるだろう。 そこには当然，N P O 法で誕生するであろ 

うアメリ力式N P O 以外の家計組織も含まれる。

本論で語ってきたような， コミュニティ益を求める「家計組織」 というのは，実のところ， 冒頭

で紹介したフランスの社会的経済にも近しい。 ヨーロッハ。では， このフランス式の社会的経済を
( 3 7 ) 一

E U 全体で認知するかどうかが議論になっているという。議論になっているということはすなわち， 

一致した法人制度にはなっていないのが現状である。一方の日本では既にN P O という言葉•存在 

が定着しつつあるから，N P O を見据えた議論が求められる。 その意味では，構造的に利潤分配で 

きないNon-Profit O rgan izationを含めて，セクタ一としてはNon-Profit O rien tedなものまで含 

めて見据えた議論が必要がだろう。

(経済学研究科博士課程）
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